
 

 R7.4～  
 

令和７年１月からの大雪被害対策資金(施設等復旧資金)の概要 
 
 

 

１ 目 的 

令和７年１月９日からの大雪により、農業用施設などに大きな被害が発生したことから、

被害を受けた農林漁業者に対し、施設等原状回復のために必要な資金の融資を行い、農林

漁業者の生産活動の維持を図る。 

 

２ 資金概要 

資 金 名 山形県災害・経営安定対策資金 

対 象 災 害 令和７年１月９日からの大雪 

貸付対象者 

 農林漁業を主な業務とする者（年間総所得の５割以上を農林水産業所得に

依存している者）で、対象災害により農林漁業用施設や農地などに被害を受

けた者。 

資 金 使 途  施設等復旧資金 

貸付限度額 

 1,000万円 

ただし、総事業費から、対象災害の被害を原因として受け取った補助金の

額を控除した額を上限とする。 

償 還 期 限  10 年以内（据置期間３年以内） 

貸 付 利 率 ０．９０％以内（融資機関の利率引下げにより無利子化又は低利子化の場合あり） 

貸 付 期 間  令和７年９月 30 日まで 

融 資 枠  １億円 

  

３ 利子補給の事業内容 

 ○ 実施主体：市町村 

○ 仕組み  
・ 基準金利（2.95％）のうち、県・市町村が 

利子補給し引下げ ⇒ 0.90％ 

・ 県・市町村による引下げ後、融資機関が独自 
に引下げを行う場合 ⇒ 無利子（最大引下げの場合） 

 

基準金利 ２．９５％ 

利子補給率 ２．０５％ 

 県     (66.5%) １.３６３２５％ 

 市町村 (33.5%) ０.６８６７５％ 

貸付利率 ０.９０％ 

  



令和７年１月からの大雪被害対策資金（施設等復旧資金） 

― 事務フロー図 ― 
 

（１）借入申込～貸付実行～事業完了 

 

 
借入希望者（借入者） 

農業経営・所得向上推進課（各総合支庁農業振興課経由） 

（残高管理） 

⑪事業完了報告 
・事業完了報告書 
（措置要綱様式第６号） 

・領収書･通帳等(写） 

【提出期限】 
・事業完了報告書受理月 

（確認調査後）の翌月 20日 

⑩確認調査 

融資機関（農協・銀行等） 

（②融資審査・債権保全措置） 

④利子補給承認 
・利子補給承認書 
（措置要綱様式第２号） 

⑧貸付実行報告 
・貸付実行報告書 
（措置要綱様式第５号） 

・貸付実行者一覧表の写し 
【提出期限】 
・貸付実行月の翌月 15日 

①借入申込 
・借入申込書 
（適用要綱様式第 1 号） 

・経営規模等が確認でき
る書類 

⑤貸付実行 
＜承認日以降実行＞ 

③
・利子補給承認申請書 
（措置要綱様式第１号） 

・借入申込書（写） 

⑥
・利子補給承認実績報告 

（措置要綱様式第３号） 

・利子補給承認書の写し 
【提出期限】 
・利子補給承認月の翌月 5日 

⑦貸付実行報告 
・貸付実行者一覧表 
（措置要綱様式第４号） 

【提出期限】 
・貸付実行月の翌月 10日 

⑨事業完了報告 
＜貸付金交付後６ヶ月以内＞ 
・事業完了報告書 
（措置要綱様式第６号) 

・領収書等(写) 
・通帳（写） 

【提出期限】 
・事業完了後 20日以内 

市 町 村 

（利子補給承認審査・残高管理・事業内容確認） 
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（２）利子補給（補助）申請～交付 

 
 

※ 適正化規則：山形県補助金等の適正化に関する規則 

※ 措 置 要 綱：山形県災害・経営安定対策資金融通措置要綱  

※ 適 用 要 綱：令和７年１月からの大雪被害対策についての山形県災害・経営安定対策資金

融通措置要綱の適用に関する要綱 

※ 交 付 要 綱：山形県災害・経営安定対策資金利子補給補助金交付要綱 

 

 

 

融資機関（農協・銀行等） 

④利子補給補助金

交付決定・交付 

 

農業経営・所得向上推進課（各総合支庁農業振興課経由） 

 

市 町 村 

③利子補給補助金 

交付申請 
・利子補給補助金交付申請書 

（適正化規則別記様式第１号） 

・利子補給実績計算書 
（交付要綱別記様式第１号） 

・利子補給契約書の写し 
【提出期限】 
 ・上期 8月 10 日 

 ・下期 2月 10 日 

①利子補給金 

交付申請 

②利子補給金 

交付決定・交付 


